
「セキュリティマインドを持った企業経営ワーキンググループ報告書（案）」及び
「サイバーセキュリティ人材の育成に関する施策間連携ワーキンググループ報告書（案）」
に関する意見募集の結果の概要

■実施方法：NISCのWebページ、内閣官房のWebページ、電子政府の総合窓口（e-Gov）

に掲載して公募

■実施期間：2018年５月１日（火）～５月17日（木）

■意見総数：11者から49件 【内訳：３企業・団体から延べ19件、８個人から延べ30件。】

意見内容の内訳：

１．今後の取組方針に関する御意見 13件

２．取組方針の下で行われる具体的な個別施策に関する御意見 18件

３．技術的な修正を含むその他の御意見 18件

注）提出された御意見等は必ずしもこれらに分類されるわけではないが、事務局で理解した区分にて計上している。

御意見を踏まえた修正：全17件



※御意見の全体像が分かるように、代表的な意見を例として抽出し、その趣旨を踏まえて編集・整理しております。

番号

3 技術的な修正を含むその他の御意見については、適宜、反映させていただきました。

意見募集に対して寄せられた御意見の概要及び御意見に対する考え方

具体的な意見内容 御意見に対する考え方

○技術的な修正を含むその他の御意見
【意見の例】
・表現の統一　（例）産学官と産官学が混在している
・資料情報の更新
・誤記の修正
・不明瞭な用語の解説　（例）「DevOps」には解説が必要ではないか

○今後の取組方針に関する御意見
【意見の例】
（セキュリティマインドを持った企業経営WG報告書について）
・企業のサイバーセキュリティ対策においては、「ガイドライン」を示すだけではなく、規制によって進めるべき。
・経営上の様々なリスクの中でサイバー攻撃のリスクがどの程度のものなのかを理解できるようにしていくべき。
・サイバーセキュリティを企業経営上の重要課題とするためには、サイバー攻撃のリスクやセキュリティ対策の重要
性について、企業の顧客にも理解できるように普及啓発をしていくことが重要。
・中小企業に対して、要求事項を簡略化した上で、補助金や減税等のインセンティブを拡充し、制度利用を促すべ
きではないか。

（サイバーセキュリティ人材の育成に関する施策間連携WG報告書について）
・技術者等の人材育成の到達度を客観的に評価・確認するプロセスを明示すべき。
・企業、特にITビジネス企業以外においては、よりチームでサイバーセキュリティの問題に対応することが現実的で
あり、また、チーム間の連携も重要になってくる。
・サイバーセキュリティ人材育成において、持続的かつ効果的な協調体制を構築・発展させるために、産学官、各
業界、業界横断などの多様な連携を促進することが重要。

いただいた御意見に関連する項目については、報告書において既に記載をしていると考えており
ます。個々の御意見につきましては、今後の施策の企画・立案を行う中で、参考とさせていただき
ます。

なお、いただいた御意見のうち、「人材育成の達成状況を客観的に評価・確認するプロセスを明
示すべき」に関しては、今後の方向性として重要な視点であるため、それに関連し、「サイバーセ
キュリティ人材の育成に関する施策間連携WG報告書」の「６（２） 実務者層・技術者層に関わる施
策の方向性」に、「また、資格・評価基準等によって知識と実践力を可視化していくことが重要で
ある。」と追記します。
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2 ○取組方針の下で行われる具体的な個別施策に関する御意見
【意見の例】
（セキュリティマインドを持った企業経営WG報告書について）
・商工会や商工会議所などの中小企業に対する支援機関における情報処理安全確保支援士などのセキュリティ
人材の育成・活用を図り、補助金等の申請に関しては情報処理安全確保支援士等の意見を要するなどの仕組み
を構築すべき。

（サイバーセキュリティ人材の育成に関する施策間連携WG報告書について）
・情報セキュリティマネジメント試験を「情報処理安全管理推進士」とし、登録システムアドミニストレータ試験（登録
シスアド）を創設してはどうか。
・情報セキュリティマネジメント試験について、午前試験の出題を120分で80問としてはどうか。
・安全ではないプログラムが問題であるため、サイバーセキュリティの人材育成においては、セキュアコーディング
の教育の充実を図るべき。

本報告書は、サイバーセキュリティ人材育成に関する取組の方向性についての検討結果を取り
まとめたものです。今後、報告書に示された内容を踏まえつつ、「サイバーセキュリティ人材育成
プログラム」の実現に向けて具体的な個別施策を推進していきます。具体的な個別施策に関する
御意見については、関係省庁にも共有し、今後の参考とさせていただきます。
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